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建設工事一般競争入札公告 共通事項 

 

1. 入札及び契約条件 

予定価格 事後公表 

入札保証金 免除する 

契約保証金 請負代金額の 100 分の 10 以上（請負対象額 1,000 万円以上の場合） 

 

2. 入札に参加する者に必要な資格（以下「競争参加資格」という。） 

入札公告のほか、以下の条件をすべて満たすこと。 

 

（1） 一般事項 

① 令和５～７年度松江市建設工事競争入札参加資格者名簿に登載されていること。 

② 公告日から入札日までの間に「松江市建設工事競争入札参加資格者指名停止要綱」（平

成 17年 3月 31日、松江市告示第 19号）による指名停止を受けていないこと。 

③ 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれに該当する関係がないこと。な

お、同一の入札に参加する複数の者の関係が下記の基準に該当する場合には、無効の

入札として取扱う。 

1） 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 

Ⅰ）親会社（会社法第 2 条第 4 号の 2 に規定する親会社等をいう。以下同じ。） 

 と子会社（会社法第 2 条第 3 号の 2 に規定する子会社等をいう。以下同じ。） 

 の関係にある場合。 

Ⅱ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合。 

2） 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、Ⅰ）については、会社等（会

社法施行規則第 2条第 3項第 2号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方

が民事再生法第 2 条第 4 号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社

（会社更生法第 2条第 7項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。 

Ⅰ） 一方の会社等の役員（会社法施行規則第 2条第 3 項第 3 号に規定する役員

のうち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ね

ている場合。 

ⅰ） 株式会社の取締役（代表取締役を含む。）。ただし、次に掲げる者除く。 

イ）会社法第 2 条第 11 号の 2 に規定する監査等委員会設置会社における監
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査等委員である取締役 

ロ）会社法第 2条第 12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 

ハ）会社法第 2条第 15号に規定する社外取締役 

ニ）会社法第348条第 1項に規定する定款に別段定めがある場合により業務

を執行しないこととされている取締役 

ⅱ） 会社法第 402 条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

  （注：「執行役」と「執行役員」は異なる） 

ⅲ） 会社法第 575 条第 1項に規定する持分会社（合名会社、合資会社または

合同会社をいう。）の社員（同法第 590 条第 1 項に規定する定款に別段の

定めがある場合により業務を執行しないこととされている社員を除く。） 

ⅳ） 組合の理事 

ⅴ） その他業務を執行する者であって、ⅰ）からⅳ）までに掲げる者に準ずる

者 

       Ⅱ） 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第 64 条第 2 項又は会

社更生法第 67 条第 1 項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」

という。）を現に兼ねている場合。 

       Ⅲ） 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合。   

3） その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

Ⅰ） 複数の法人等を構成員とする組合（共同企業体を含む。）と当該組合の構成

員が同一の入札に参加している場合。 

Ⅱ）上記 1）または 2）と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場

合。 

 

（2） 配置予定技術者 

      配置予定技術者は、以下の条件をすべて満たす者であること。落札後において、配  

置予定技術者の専任が必要な工事で、専任配置が出来ないことが明らかになったとき

は、契約前であれば契約を締結しない場合がある。また、契約後であれば契約を解除

する場合がある。 

専任・非専任  本工事が建設業法施行令第 27 条に該当する場合は、本工事に専任

でなければならない。 

資格等  配置技術者は、契約日時点で配置できる技術者とする。ただし、下

記「配置技術者が他の工事に従事中の場合の取扱い」に該当する場合

を除く。 

雇用関係  入札参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関係（専任の場合は本件

工事の開札の日以前 3ケ月以上）にあること。 

複数の配置技術者  競争参加資格確認申請書を提出する時に、他の工事に主任技術者等
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を届け出る場合の 

取扱い 

を専任で配置する可能性がある等の理由により、配置技術者を特定で

きない場合には、複数の候補者を提出することができる。 

配置技術者が他の

工事に従事中の場

合の取扱い 

 本工事が配置技術者の専任を要する工事であって、競争参加資格確

認申請等提出時において他の工事に従事中の技術者である場合は、現

場施工に着手する日（現場事務所の設置、資機材の搬入等を開始する

日）までに確実に専任の技術者として配置可能である場合に限り配置

技術者として資格確認のための資料を提出することができるものと

する。 

同一の者を配置技

術者として複数届

け出る場合の取扱

い 

① 複数の工事に同一の技術者を配置技術者として資料を提出するこ

とは可能であるが、先に開札を実施した配置技術者の専任が必要

な工事で落札者として決定された場合、その後に開札が行われた

入札は無効として取扱う。 

② 複数の工事に同一の技術者を配置技術者として資料を提出するこ

とは可能であるが、先に開札を実施した配置技術者の専任が必要

な工事で低入札価格制度による重点調査が必要となった場合、落

札候補者で有る無しに関わらず、この重点調査が終了するまで（開

札から落札決定まで）の期間に開札が行われた入札は無効として

取扱う。 

なお、他工事で落札者となったため、提出した全ての配置技術者

を配置できなくなった場合、その後に開札が行われた入札は無効

として取り扱う。（速やかに連絡すること。） 

配置技術者の変更  落札後、工事の施工にあたって、競争参加資格確認申請時に提出し

た配置技術者を変更できるのは病休、死亡又は退職等の極めて特別な

場合に限る。 

 

3. 競争参加資格申請に関する事項 

（1） 申請書等の提出 

入札参加を希望する者は、競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料（以下

「申請書等」という。）を提出しなければならない。（（提出先は、後記「11.問合せ先及び

提出先」のとおり 

なお、受付期間内に申請書に関する書類を提出しない者は、本件工事の入札に参加す

ることができない。 

 申請書等 様式 添付資料 備考 

1 競争参加資格 

確認申請書 

第 1号   



4 

 

2 施工実績調書 第 2号 ・CORINSの工事カルテの写し 

・工事成績評定通知書の写し 

 

3 配置技術者届 第 3号 監理技術者及び主任技術者について 

・資格が確認できる資格者証の写し 

・技術者と雇用者との雇用関係が確認でき

るもの（健康保険証の写し等） 

・実地完成を確認できる資料等（従事中の

工事の契約工期が残っている場合等） 

・他の工事において専任の主任技術者とし

て配置している者を、この公告の工事の主

任技術者として予定する場合は、他の工事

の発注者が発行した「専任を要する主任技

術者の兼務を承認した書面」を提出するこ

と。 

入札公告及び本

書に掲げる基準

を満たす者に限

る。 

4 業態調書 第 4号  該当がない場合

は、その旨を記

載すること。 

 

5 その他   特に必要な書類

がある場合は、

入札公告に記載

する。 

 

（2） 提出書類の省略 

 施工実績調書に記載した内容を証明する書類、及び業態調書については、事前に提

出済みの場合は省略することができる。ただし、事前に提出済みの施工実績が必要な

条件を満たしていない場合は、他の施工実績の提出を求めることがある。 

 

（3） 申請書等の様式の入手方法 

     松江市立病院ホームページ「入札情報」からダウンロードすること。 

  

（4） 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

 ・競争参加資格がないと認められた者は、理由の説明を求めることができる。 

・説明を求める者は、競争参加資格審査の結果を受け取った日の翌日から 7 日以内

（休日を除く）に、書面を資産経営課に提出しなければならない。 

      ・説明を求めた者に対しては、書面が提出された日の翌日から 7 日以内（休日を除
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く）に書面により回答する。 

4. 設計図書等に関する質問 

 設計図書に関して質問のある者は、入札公告に記載された質疑書提出期限までに、資産経営

課にFAXにより提出すること。 

 回答は、松江市立病院ホームページ「入札情報」に掲載する。 

 

5. 入札手続き等 

（1）入札書の提出方法 

  入札書は、公告に記載された入札日時に入札会場まで持参すること。 

  なお、一度提出された入札書等の書換え、引換え又は撤回は認めない。 

（2）入札書に記載する金額 

 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費税に相当す

る額（この場合、1円未満の端数があるときはその端数を切り捨てるものとする。）を

加算した金額を落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額から、消費税及

び地方消費税に相当する額を除いた金額を入札書に記載すること。 

 

（3）入札回数 

 入札回数は再入札を含めて 2回までとする。 

 

（4）工事費内訳書の提出 

   ①入札書の提出に併せて、工事費内訳書を提出すること。 

       ②工事費内訳書には、設計図書の工事数量総括表記載の全項目について金額を記

載すること。 

       ③工事費内訳書の合計金額は、1回目の入札金額に合わせるものとする。 

 

（5）入札の辞退 

 競争参加資格確認申請書提出後の入札辞退は、入札会日時までは認める。 

 入札辞退者は、入札辞退届を提出すること。 

6.入札の無効 

  次の入札は無効とする。 

① 競争参加資格のない者にした入札 

② 本件工事の入札に関する条件に違反した入札 
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③ 同一人が同一事項について 2以上の入札をした場合のそのいずれもの入札 

④ 明らかに談合その他の不正行為によってされたと認められる入札 

⑤ 虚偽の申請書を提出した者の入札 

⑥ 入札書提出後、開札までに入札条件を満たさなくなったことを届出た者のした入札 

⑦ 商号又は名称が記載されていない工事費内訳書を提出した者がした入札 

⑧ 内容が未記入、又は不備のある工事費内訳書を提出した者がした入札 

⑨ 一括値引き表示のある工事費内訳書を提出した者のした入札 

⑩ 設計図書の工事数量総括表で一式表示となっていないものを一式表示としている者

のした入札 

⑪ 金額の記入がない入札書による入札 

⑫ 金額を訂正した入札書による入札 

⑬ 入札書の工事名又は工事場所のいずれかが公告と一致しない入札書による入札 

⑭ 入札書の工事名、工事場所、商号若しくは名称、住所又は代表者名のいずれかが記

載されず、若しくは記載に誤りがある入札書による入札 

⑮ 誤字、脱字等により意思表示が明確でない入札書による入札 

⑯ 入札者の押印のない入札書による入札 

⑰ 入札者の押印のない工事費内訳書を提出した者がした入札 

7.入札の失格 

  次の場合の入札は失格とする。 

① 入札開始時間に入札会場に到着していない場合 

②入札会日時までに辞退届を提出しなかった場合 

③工事種別を問わず、低入札価格調査制度によって落札決定され契約した案件がある事

業者が、その契約後同一年度内に調査基準価格未満の応札を行った場合 

8.開札等に関する事項 

(1) 開札等に関する事項 

入札（落札）結果は、松江市立病院ホームページに掲載する。 

(2) 立会人に関する事項 

代理人が入札書を提出する場合は、委任状を提出すること。 

9.契約条項を示す場所 

場所 松江市ホームページ（https//www.city.matsue.lg.jp/）の例規集に掲載する。 

契約条項 「松江市建設工事請負契約書」による。 
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10.その他   

①  落札決定後、契約締結までの間に落札した者が入札参加の資格制限又は指名停止を受

けた場合は、契約を締結しない。 

②  入札書等の作成、提出に要する一切の入札費用は入札者の負担とする。 

③  落札者は、下請負人については市内に主たる営業所を有する者（市内業者）と契約す

ること。ただし、適切に施工できる市内業者がいない特殊な工事等を請け負わせまた委

託する場合は、この限りでない。 

④  その他、詳細不明の点については、下記 11.の問合せ先に照会すること。 

11.問合せ先及び提出先 

   松江市立病院 資産経営課資産経営係 

    所在地  松江市乃白町 32番地 1 がんセンター3階 

    電 話  0852-60-8006 

    FAX   0852-60-8005 


